
温室効果ガス排出量等の温室効果ガス排出量等の
分析・検討手順について分析・検討手順について
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○中長期ロードマップ（中間整理）における検討手順

住宅・建築物、自動車、ものづくり、エネルギー供給といった分野ごとに を設置して、

年での温室効果ガス削減に必要な対策・施策を３ケースに分けて検討。

ケース毎に対策を、温室効果ガス排出量とその原因である社会・経済活動の関係を表した

モデル（ 技術モデル）にインプットして、整合的かつ定量的にエネルギー消費量、温室効

果ガス排出量、対策導入のために必要な費用などを分析。

試算結果を、中長期ロードマップ小委員会において議論し、平成 年 月に中間整理をとり

まとめ。

WG 2020

AIM

22 12
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○これまで、自動車、住宅・建築物、低炭素ビジネス、エネルギー供給といった分野ごとの にお

いて、高位・中位・低位の各ケースの設定の考え方に沿った対策・施策等を検討し、小委員会に

報告。

○ケース毎に対策を、 技術モデルにインプットして分析を行い、以下の項目等を定量的に提示。

・国全体や家庭、産業等の部門ごとの温室効果ガス排出量

・電源ごとの設備容量、発電電力量

・一次エネルギー供給量

・追加費用、回避可能な損失 等

上記のほか、経済効果や影響、家計の負担等については、別途経済モデルを用いた分析により提示

WG

AIM

※



日本技術モデルの概要（１）

・価格
・エネルギー消費量
・サービス提供量

・シェア
・耐用年数

・人口増加
・経済政策
・産業構造

・エネルギー政策
・運輸政策

・エネルギー種
・エネルギー価格
・エネルギー制約

・二酸化炭素排出係数

石油
石炭
ガス

太陽光／熱
電気

ボイラー
モーター

高炉
エアコン
自動車

暖房熱量
動力需要量
粗鋼生産量
冷房需要量
輸送量

エネルギー・データベース 技術データベース シナリオ

エネルギー消費量
二酸化炭素排出量

機器選択 サービス量

エネルギーエネルギー エネルギー機器エネルギー機器 エネルギーサービスエネルギーサービス

エネルギーサービス量（＝活動量）を所与のものとし、それを満たすためのエネルギー機器の組み合わせを決定。その組

み合わせに応じて、エネルギー消費量や 排出量が推計される。日本全体の排出量をエネルギー機器の組み合わせに

よって表現している。

エネルギー消費量・ 排出量推計手順

・エネルギーサービス量（＝活動量。例え
ば、必要な暖房の水準と量。）を前提
として、それを満たすための技術（例
えば、エアコンやガス暖房。）の選択
を決定する。

・技術選択に当たっては、技術のイニシャ
ルコストと一定期間（＝投資回収年
数）のランニングコストの合計（＝
トータルコスト）が最も安いものが選
択される仕組みを基本としつつ、再生
可能エネルギーの導入等については、
一定のシナリオを外生的に与えている。

・選択された技術の組み合わせから、総投
資額、エネルギー消費量、ＣＯ２排出
量が算定される。
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CO2

CO2



エネルギー起源
温室効果ガス排出量

化石燃料の
排出係数

最終消費部門からの
エネルギー消費量

エネルギー転換部門の
エネルギー自家消費

一次エネルギー需要

技術選択

エネルギー転換部門

二次エネルギー需要

技術選択

各エネルギー消費主体のサービス需要

産業部門 民生部門 運輸部門

電力の排出係数

農業
部門

廃棄物
部門

ガス
部門

各主体のサービス需要

技術選択

非エネルギー起源
温室効果ガス排出量

温室効果ガス排出総量

日本技術モデルの適用範囲

F
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日本技術モデルの概要（２）



社会・経済シナリオ／ケース設定

年の推計に当たり、昨年度のロードマップ検討において 年・ 年検討に用いた社会や
経済の延長上にある社会を前提とした。

技術による削減可能性の検討のため、以下の２つのケースの推計を行い、比較を行った。

○ ストック固定ケース：基準年における技術効率や技術の普及率が基準年のまま将来にわたり
普及すると想定したケース。削減要素ごとの削減量を算定する上で比較対象として推計。

○ 対策ケース：低炭素社会の実現に資する技術について、効率改善の経路と機器の寿命を踏
まえて、2050年のストック平均効率と導入可能量を想定し、2050年の削減可能性について検
討した。なお、経済性については導入の判断基準としていない。

年 年 年

国内総生産（実質） 兆円 兆円 兆円

人口 億 万人 億 万人 万人

世帯数 万世帯 万世帯 万世帯

業務床面積 億 万 億 万 億 万

粗鋼生産量 億 万トン 億 万トン 万トン

セメント生産量 万トン 万トン 万トン

旅客輸送量 兆 億人 兆 億人 （ ） 兆 億人

貨物輸送量 億トン 億トン （ ） 億トン

注）業務床面積、貨物輸送量については の増加に伴い活動量も増加すると想定したため、 年よりも増加している。

•

•

GDP 2010

2050 2020 2030

1990 2010 2050

454 538 837

1 2361 1 2765 9700

4116 5232 4820

12 8500 m2 18 3400 m2 18 9600 m2

1 1200 1 1100 8500

8680 5610 5000

1 1300 km 1 2900 km ’08 1 1400 km

5470 km 5580 km ’08 6870 km



検討の対象とした技術について



技術分類について（１）

n低炭素関連技術は以下の分解式を基本として整理・分類。

供給側

エネルギー消
費削減技術

④⑤低炭素エネ
ルギー利用技術

排出の分解式

需要側

①ライフス
タイルの
見直し

②満足あたり
必要サービス

削減技術

③サービスあた
りエネルギー消

費削減技術

④⑤低炭素エネ
ルギー利用技術

二次エネ供給量 × × ＝ CO2排出量
二次エネ供給量 一次エネ供給量

一次エネ供給量 CO2排出量

満足度 × × × ＝ CO2

排出量 満足度 サービス エネルギー消費量

サービス エネルギー消費量 CO2排出量

CO2



低炭素
関連技術

満足あたり必要サービス削
減技術（②）

サービスあたりエネルギー
消費削減技術（③）

ライフスタイルの見直し

（①）

低炭素エネル

ギー利用技術

低炭素エネルギー
技術（④）

低炭素エネルギー
利用管理技術（⑤）

l

l

l

l

l

l

n

n

満足度を減らさずサービスを削減する技術
（例：建物の高断熱化、テレビ会議）

サービスを減らさずエネルギーを削減する技術
（例：エアコンの高効率化）

ＣＯ２の排出が少ないエネルギーを供給する技術
（例：太陽光発電、太陽熱温水器、原子力発電）
排出された二酸化炭素を固定化・移送・貯留する技術
（例：ＣＣＳ）

低炭素エネルギーの導入の関連技術
（例：エネルギー貯蔵技術、エネルギー管理技術、エ
ネルギー流通技術）

エネルギー消費量が少なくても満足度が得られるライフス
タイルへの変換
（例：自転車の利用、季節毎の気候に適した服装の推進）

各技術は分解式の要素に応じて以下に分類・整理し
た。

次ページ以降において、各部門の主な低炭素技術をまとめる。また 年における 削減量推計値を求
めるため、これらの低炭素技術から した。

低炭素関連技術の分類

技術分類について（２）

2050 CO2

CO2削減量が推定できる技術を選定
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